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 本委員会は、付託された事項の調査のため、令和７年２月１３日

から１４日の間において、九州防衛局を訪問し、防衛施設周辺の生

活環境の整備等に関する法律の各種施策についての勉強会・意見交

換会を行うとともに、福岡県築上町を訪問し、築城基地における基

地対策について説明を受け、質疑応答等を実施したので次のとおり

報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 長  中武 邦美 

副委員長  浦田 明子 

委  員  森 祐子 

〃     米良 弥 

〃    岩切 一夫 

〃     太田 寛文 

〃    田爪 淑子 

                随  行 

  事 務 局  冨山 定治 



九州防衛局 

 

■日  時 ２月１３日（木）１３：３０～１４：３０ 

 

■調査事項  

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律について 

○環境整備法３条、４条について 

〇最近の防音工事の状況 

○環境整備法８条、９条の概要と申請方法、決定までの流れについて 

○環境整備法８条、９条の九州防衛局管内の予算配分について（過去数年度） 

○新田原基地拡張計画の詳細と周辺地域に与える影響について 

○航空機事故が起きた際の周辺地域に対するフローについて 

 

 

■調査概要：  

• 周辺対策事業のスキーム： 環境整備法 3条（一般防音）、4条（住宅防音）、8条

（民生安定）、9条（調整交付金）の概要について特に 8条の「まちづくり支援事

業」は、防衛施設の存在を前提としたコンセプト（防災機能を持つ給食センター等）

に合致すれば、7.5割（実施設計・工事）〜9割（基本構想、基本計画、実施計画）

の高率補助が可能。 

• 西都市における住宅防音： 令和 5年度実績で 520件、約 7億円の補助が実施され

ている。現在、空調復旧は令和 6年 9月下旬、建具復旧は令和 5年 3月下旬までの

申込者に交付申請書を配布中で、建具についてはマンパワーの影響で待機期間が生

じている。 

• 新田原基地の用地取得計画： 基地に隣接する十字地区（新富町）において、約 25

ヘクタールの用地取得が進められている。目的は、高射部隊等の機動展開訓練、物

資集積場の確保、および騒音緩和のための緩衝地帯整備。 

• 事故時の連絡体制： 航空機事故発生時は、新田原基地から地方公共団体へ直接通

報されるほか、九州防衛局や防衛本省を経由する速報ルートが整備されている。 

■まとめ  

調査を通じて、周辺対策事業が単なる被害補償ではなく、「基地と地域が調和するため

のまちづくり支援」という側面を強く持っていることが確認された。特に西都市のような

基地隣接自治体においては、8条助成を活用した防災施設や、9条交付金の戦略的活用が

重要となる。また、老朽化した防音建具の復旧において、現状では内部の木製建具が対象

外となっている点などは住民からの要望も強く、今後の制度改善が期待される課題である。 

 

 

 

 



調査時写真 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

勉強会の様子 



福岡県築上町 

 

■日  時 ２月１４日（金）９：２０～１０：２０ 

■調査目的 基地対策について 

航空自衛隊の築城基地を有する自治体である築上町への行政調査を行うことによって

本市の基地対策の参考とするため、調査を行った。 

■調査事項 

基地対策について 

基地周辺自治体との連携、調整交付金、民生安定助成の状況等 

■概  要 

１．市や基地の概要 

（１）町の概要 

福岡県の東部、周防灘に面して位置し、面積は１１９．６１k㎡、北は行橋市、西は

みやこ町、東は豊前市、南は大分県中津市に接している。築城基地を有する。人口は約

１．６４万人である。 

 

 （２）基地の概要 

  昭和１７年から昭和２０年に築城海軍航空隊の基地として機能してきた。その後、昭

和２１年から３２年に米軍か進駐した後、昭和３２年に航空自衛隊へ基地が返還され、

航空自衛隊築城基地として設置された。西日本の空の守りの要として、領空侵犯措置等

の任務を遂行している。 

   基地の位置は行橋市の南東、周防灘に面しており、基地の半分程度は築城町に位置

している。隊員は約１，５００人で基地面積２７１万㎡、滑走路の長さは２，４００ｍ、

幅４５ｍである。今後、滑走路を約３００ｍ延長する工事を行う予定。 

   基地常駐戦闘機はＦ２（Ａ／Ｂ）が４０機である。 

 

２．調査内容 

（１）基地周辺自治体との連携について 

平成 24年 10月に築城基地周辺 1市 2町議会基地対策特別委員会正・副委員長会議を開

催し、1つの自治体では効果がないため、築城基地に関係のある 1市 2町（行橋市・みや

こ町・築上町）で力を合わせ連携して、活発に要望運動していきたいとの目的から協議会

を設置。しかし、その後、休止となった。 

令和 6年 2月、過去に設置していた議会をもう一度立ち上げるべく協議を重ね同年 7月

より活動を再開。10月に防衛省要望行動の時期と内容を協議。令和 7年 2月 3日、防衛省・

総務省への要望活動が実施できた。 

 

 

 

 

 

 



（２）調整交付金（９条）や民生安定助成（８条）の防衛関係交付金の交付状況について 

 

 

 

 

 

 



（３）調整交付金（９条）や民生安定助成（８条）の防衛関係交付金の使途状況について 

交付金の「基金化」： 交付金を単年度で消費せず、「防災」「環境」「教育・ 福

祉」などの基金として積み立てることで、安定的・継続的な住民サービスを実現し

ている。 

具体的な住民還元： 基金の活用により、小中学校の完全無料給食、高校生までの

医療費完全無料化を実現している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）使途状況について、各課振り分けなど、庁内での対応について 

 交付金の振り分けについては総務課で行っている。民生安定事業については、各担当課

がそれぞれ申請を行っている。 

 

 



（５）民生安定助成（８条）の活用状況について 

民生安定事業の活用： 基地による地域振興の阻害を緩和するため、「メタセの杜（農

産物直売所）」やコミュニティセンター「ソピア」を建設し、

地域活性化に繋げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.まとめ 

 

■まとめ 

築上町では、要望等について周辺市町村の議会特別委員会が力を合わせて行おうと

協議会を設置したが、一旦休止状態になった。令和６年に再度協議が行われ、再度連

携して防衛省、総務省への要望を再開した。 

周辺自治体と足並みを揃えた強力な要望活動は、住民の生活環境を守るための不可

欠な戦略であると考えられる。 

また、基地由来の財源を「将来にわたる住民サービスを維持するための戦略的財源」

と位置づけている点が非常に特徴的で各交付金により防災、環境、交通、教育・スポ

ーツ及び文化振興、環境保全、福祉の推進に関する多くの基金を創設している。 

また、基地内の工事進捗によって変動する交付金額に左右されず、医療費助成や給

食無料化といったソフト事業を継続させている点は、西都市の今後の施策検討におい

て極めて高い参考となった。 

なお、説明の中で、Ｆ３５Ｂの垂直着陸の騒音は「家の中にいても外に飛び出して

しまうほど尋常ではない」との実感が語られており、騒音被害の激甚化に対する警戒

と、それに伴う防音区域の見直しや更なる対策の必要性が浮き彫りとなった。 

今後、本特別委員会もＦ３５Ｂの導入を深く注視していかなければならないと感じ

た。 



さらに民生安定助成（８条）補助金が、農産物加工センターでも財源として活用さ

れており、今後の本市における課題解決の可能性を見出すことができた。 

 
 
調査時写真 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新田原基地対策調査特別委員出席者 築上町議会関係出席者 

特別委員 行政調査の様子 

（築上町議会会議室） 

築上町議会議場にて 


